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■広域化する経済活動
　地域経済にとっての“ものづくり”とは何か考えて
みよう。
　一般に、一国経済と異なり、たとえば「山形県」と
か「山形市」のように、地域経済の単位が小さくなれ
ばなるほど他地域との経済交流は活発になると言われ
ている。これは、企業や地域で暮らす人々にとって必
要な財やサービスが、県や市町村という空間的な範囲
の中でもってすべて調達することが難しいためである。
たとえば、スーパーで買い物をした時のことを思い出
してみよう。買い物カゴの中には、地元で作られたも
のが一体どれだけ入っているだろうか。あらためて商
品ラベルに記載された産地を見てみれば、実に多くの
商品が山形県以外で作られているということに気付く
だろう。また、近年は県内在住の多くの消費者が仙台
や東京で買い物をしたり、あるいはインターネットや
テレビを通していつでも気軽に欲しい商品を購入する
機会が増えており、経済活動の範囲が県や市町村とい
う単位を簡単に超えられる時代となった。実際、山形
県の場合、この10年の間に県内需要に占める移輸入１の
割合は2.7％ポイント増え、40.5％となっている（平成
12年時点）。単純に、県民が今手にしている財やサービ
スの４割は県外から調達しているのである。
　他方、山形県の移輸出率はどうであろうか。移輸出
は県内で生産された財やサービスに対する他地域の需
要であり、本県産業が県外（あるいは海外）に対して
これらを販売した金額を表している。移輸出率につい
ても移輸入率と同じく過去10年間の推移を見てみると、
こちらも10年前と比べて1.2％ポイント増え、36.5％（平
成12年時点）となっている。山形県の場合は移輸入・
移輸出ともに増加傾向にあり、地域間の経済交流が活
発になっていることが伺える。ちなみに、最近は観光
振興による地域づくりが話題を呼ぶことが多いが、県
内を訪れた観光客へ県産品を販売した場合もこの移輸
出に含まれる。

　さて、山形県の移輸入率が移輸出率を４％ポイント
ほど上回っていることに気付いた方も多いだろう。山
形県の場合、慢性的に移輸入率が移輸出率を超える状
況が続いており、平成16年度の移輸入超過額は2,623億
円となっている。ただ、地域経済の場合、移輸入超過
（すなわち「域際収支」が赤字）であるということは
あまり珍しいことではなく、実際、47都道府県のうち
18都道府県で域際収支が赤字となっている（内閣府
「平成16年度県民経済計算」より）。もちろん、地域経
済が域外から商品等を移輸入するためには、移輸入に
必要なお金を移輸出（他地域への販売）によって稼ぎ
出さなければならない。山形県を一つの家計とみなせ
ば、域際収支が赤字ということは収入以上の支出をし
ていることと同じであるから、本来、県経済は慢性的
に借金を積み重ねているということになる。したがっ
て、中央から地方交付税や公共事業といった形でなん
らかの支援（すなわち財政移転）してもらわなければ
県経済は成り立たないのである。
　国や地方の財政状況が厳しい現在、この先も県経済
が「あしながおじさん」に頼る生活をしているわけに
もいかないというのは誰の目にも明らかである。地域
経済が自立するためには、他地域に比して競争力を持
ち、県外や海外からでも所得を生み出せる「外貨獲得」
産業をどうやって育てるかということは非常に重要な
地域産業政策上の課題である。近ごろは農業や観光な
どが外貨獲得のキーワードとして言われることも多い
が、今も昔も変わりなく“ものづくり”こそが外貨獲
得の最大の手段であるということについて異論はない
だろう。そこで“ものづくり”というミクロ的な事象
をマクロ的にとらえ、地域産業政策のあり方について
考えてみよう。まずは、産業連関表を用いて「スカイ
ライングラフ」を作成し、山形県経済を構造的にとら
えることにしたい。 
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今、改めて「ものづくり立県」を目指すために　第４回（最終回）

「地域が産業を選ぶ」時代へ
～ 新しい地域産業政策のあり方 ～
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■産業連関表とスカイライン分析
　山形県経済を俯瞰してみると、企業や家計、政府な
ど、あらゆる経済主体が相互に結びついており、これ
ら経済主体が日々さまざまな経済活動を営んでいる。
たとえば、パン屋は小麦や牛乳、卵などの原材料をそ
れぞれ専門業者から購入し、これを加工して消費者へ
販売しているが、各専門業者もパン屋の注文に応じる
べく、製粉、製乳、養鶏活動を行っている。もちろん、
それらの生産活動にあたってもさまざまな業者からさ
まざまな原材料を購入しているので、最終的にパンが
出来上がるまでの流れをさかのぼっていけば、産業間
で購入－生産－販売の長い連鎖が続くことになる【図
１参照】。産業連関表は、網の目のようにつながって
いるこのような地域の産業構造をつぶさにとらえるに
は非常に便利な統計表であり、最終的に家計や政府な
どへ財やサービスが供給されるまでに産業間でいった
いどれだけの金額のやりとりがあったのか（投入・産
出されたのか）が記録されている。
　今、平成12年の山形県産業連関表を利用し、県経済
における需要と供給、移輸出と移輸入の関係
を視覚的に把握するため、「スカイライングラ
フ２」を作成する。スカイライングラフを作成
するには、まず縦軸に産業間の投入産出構造
と県外経済との取引構造が分かるようにとり、
他方で横軸には県内生産額に占める各産業の
生産額構成比をそれぞれとった棒グラフを作
成すればよい【図２参照】。こうすることで県
内のどの産業に対する域外の需要が大きいの
か、すなわち相対的に高い競争力を持ってい
る産業はどの産業なのかを知ることができる。
あるいは逆に、どの産業が県外の産業に依存
しているのか、すなわち相対的に低い競争力
しか持たない産業はどの産業なのかが一目瞭
然（りょうぜん）となる。また、棒グラフの
幅を見れば、どの産業の生産が相対的に高い

ウエートを持っているのかも知ることができる。
　なお、スカイライングラフでは各産業の総需要と総
供給は一致しなければならない。これは総じて次のよ
うな理由によるものである。たとえば、仮にある町で
100人出席するパーティを開催するとしよう。食事にあ

　経済活動が広域化するにつれ、経済的な意味での圏域と地域行政が所管する圏域との間にズレが生じてきている。

本来、ものづくりを支える地域産業政策はこのような広域化する経済活動の実態に沿ったものでなければならない

が、広域行政についてはまだまだ防災などの一部に限定されているというのが実情である。ただ、山形県はこの春

に宮城県と協同で両県にまたがる地域振興ビジョンの策定を試みるなど、全国に先駆けて圏域をにらんだ地域産業

政策の方向性について展望するといった新しい動きも見られるようになってきた。１年間にわたって連載してきた

「特集  ものづくり」最終回は、産業連関表を利用して地域産業構造の独自性や特徴、強みなどをとらえながら、も

のづくりを支える地域産業政策のあり方について考えてみたい。

（荘銀総合研究所　研究員・齋藤信也）
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たっては１人あたりパンを１個振る舞うとすれば、こ
の町ではパンを100個用意しなければならない。ところ
が、この町に店を構えるパン屋ではせいぜい１日あた
り50個しか生産する能力を持たないとすれば、残り50
個は必然的に隣町のパン屋から購入しなければならな
い。この時、隣町から調達（すなわち移輸入）する50
個のパンは域外の供給であるが、地元のパン屋が供給
する50個のパンと合わせると、町内においてパンの供
給は100個の需要とちょうど一致することとなる。他
方、隣町にとっては、町外で発生した50個のパンの需
要に対して、ちょうど50個のパンを供給（移輸出）し
ているので、仮に町内で需要がまったくなかったとす
れば、隣町でもパンの需要と供給は一致する。ちなみ
に、この事例を複数地域と複数の財・サービスについ
て一般化したとしてもまったく同じように需要と供給
は一致する。

■本県産業のスカイライン分析
　さて、上述した通りに山形県の産業32部門について
スカイライングラフを描いてみよう【図３参照】。ま
ず横軸からグラフを見てみると、最も県内生産額のウ
エートが高いのは「電気機械」であり、全体の15.2％
を占めていることがわかる。続いて、「建設」（10.5％）、
「商業」（7.2％）、「不動産」（6.8％）、「対個人サービス」
（5.4％）の順となっている。また、ものづくりという
点では「電気機械」に加えて「一般機械」、「輸送機械」、
「精密機械」のいわゆる“機械工業”がトータルで20.5％
を占めているほか、さらにそれら以外の製造業なども
加えれば、実質的に製造業が全体の35％ほどのウエー
トを持っている。
　一方、縦軸に目を移してみよう。自給率が100％を超
えている産業は「精密機械」（189.8％）、「農林水産業」
（174.2％）、「電気機械」（149.0％）、「繊維製品」（130.6％）、
「一般機械」（106.9％）、「窯業・土石製品」（101.5％）、
「通信・放送」（100.1％）の７つである。自給率は（県
内需要＋移輸出－移輸入）／県内需要と定義されるの
で、この値が100％を超えているということはそれだけ
当該産業の生産に依存している域外産業が多いという
ことであるから、冒頭で述べた通り、相対的にみて競
争力が高い産業ということになる。
　ちなみに、隣県宮城県のスカイライングラフと比較
してみると３、よりいっそう山形県の産業構造の特徴が
はっきりする【図４参照】。宮城県の場合、もっとも

生産額のウエートが高いのは「商業」であり、全体の
11.8％を占めているが、山形県と比べると“機械工業”
のウエートはさほど高くはなく、わずかに8.4％を占め
るだけである。逆に「商業」をはじめとする第３次産
業のウエートが高く、全体の61.8％を占めている。山
形県のそれは49.3％であるから、相対的にみて第３次
産業の比率が高い。
　また、山形県と同じく「電気機械」と「一般機械」
では自給率が100％を超えているが、それ以外にも合
計11産業で100％を超えているほか、本県に比べて「商
業」や「通信・放送」、「電力・ガス・熱供給」など、
第３次産業で自給率が100％を超えている産業が多い。
　これは、本来、スカイライン分析が経済発展の段階
と産業構造の関係を明らかにするために開発されたこ
とと併せて考えてみると非常に分かりやすい。産業連
関表の生みの親であるロシア生まれの米国経済学者
W.W.レオンチェフ（1906年－1999年）は、経済発展段
階の異なる米国、イスラエル、エジプト、ペルーの４
カ国についてスカイライン分析を行い、経済発展段階
の進んだ国ほど自国内の供給率が100％に近づくこと
を明らかにしてみせた。W.W.レオンチェフのこの指摘
に従えば、本稿において山形県の産業が宮城県の産業
に比べて自給率が低いのは、両県で経済発展段階が異
なるからだとみなすことができよう。
　宮城県は政令指定都市でもある県都仙台市を擁する
ほか、東北の“顔”として企業や行政の地方拠点が集
積しているなど都市機能が充実している。また、近年
は高速交通・鉄道網の発達により、ますます仙台市が
持つ吸引力は高まっており、その経済発展はめざまし
い。基本的に商業やサービス業は距離の制約を受けや
すいので、需要の近くに立地していなければならない。
マーケットの大きさで言えば、人口の多い宮城県・仙
台市への集積が進むことになるのはむしろ致し方のな
いことであろう。また、大規模な卸・小売業や金融業、
放送・通信業などは、その経済活動が県外にも及ぶた
め、域外から多くの所得を得ることがある。例えば、
東北電力やNTTドコモ東北などは第３次産業に分類
されるが、その活動自体は域外から多くの所得を宮城
県内に呼び込んでいる。山形はもちろん、多くの地方
圏にとっては、条件面で分の悪い商業機能の集積に期
待を寄せることは現実的に難しい。むしろ、そうした
機能は宮城県に任せ、山形県は農業や製造業など、比
較的距離の制約を受けない産業に特化する方が得策で
あろう。これは、今後の両県の将来像を見据える上で
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も重要な視点であるが、こうした視点に立てば、山形
県は今まで以上にものづくりへと専念していくことが
重要であり、できる限り多くの地域資源をものづくり
へと集中させることが重要な地域産業政策上のテーマ
となる。 

■いくつかの注意点
　ところで、産業連関表に関連するいくつかの注意点
を述べておこう。注意しなければならない第１点は、
ここで利用した産業連関表は平成12年の１年間に限っ
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今、改めて「ものづくり立県」を目指すために

図３　山形県産業のスカイライングラフ（平成12年、32部門）

図４　宮城県産業のスカイライングラフ（平成12年、32部門）
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て見た場合の山形県産業構造を反映したものであり、
それから７年たった現在では県の産業構造が変わって
しまった可能性があるということである。ここで産業
構造が変わったというのは、新しい製造技術が開発さ
れたことなどによって、投入・産出の構造が変化した
ということである。例えば、山形大学発のベンチャー
企業であるパウダーテクノコーポレーションが新たに
米粉で作ったパンを開発した事例４を思い出してみれ
ば分かりやすいだろう。パンの製造ということについ
て言えば、購入－生産－販売の連鎖が小麦農家だけで
なく、新たに稲作農家へも波及するようになるなど、
これまでの産業構造に変化が生じたのである。このよ
うに、日々さまざまな技術革新によって産業構造は少
しずつ変化している。また、当時はいわゆる“ITバブ
ル”によって電気機械などは非常に業績が良かった時
期であるから、生産額のウエートや移輸出入の構造な
どは景気変動の影響を相当受けている可能性もある。
より直近の状況を知るためには、平成17年版の完成を
待たなければならない。
　第２点は、スカイライン分析では地域間分業の実態
が正確には把握できないということである。山形県の
場合、他の地方圏と同様に、多くの中間財を県外から
移輸入してきており、それらに対して県内で何らかの
加工を施した上で、最終的な組立地へと移輸出する
ケースが多くみられる。たとえば、この特集で前々回
に実施したアンケート（対象企業：県内製造企業1,000
社、有効回答率：25.4％）の結果によれば、特に「加
工組立型」業種ほど県外の産業、なかでも関東との結
びつきが強く、47.1％もの企業が主に関東から仕事を
得ているという状況であった５。これは「電気機械」
のような加工組立型業種の多くが地域間で工程分業を
行っているためであるが、残念ながらそうした構造ま
で把握することはできない。県内に移輸入される財に
は、最終的に県内で消費される最終消費財もあれば、
このようにいったん移輸入し、何らかの加工を施した
上で再度移輸出する中間財とに区別することができる。
しかし、この比率が一体どうなっているかという点ま
でを把握することはできない６。
　しかしながら、だからといって産業連関表を利用し
た分析が地域産業政策を講じるにあたって役に立たな
いかというと決してそうではない。特に、ここで論じ
ているように、外貨獲得のためにどの産業に対してよ
り多くの地域資源を投入すべきかという点では産業連
関分析が極めて有効なツールとなり得る。

■広域経済圏と地域産業政策のあり方
～ 山形・宮城両県の地域間連携の事例にみる ～

　現在、地域産業の振興を図るために国や自治体、商
工会議所などがさまざまな施策を講じている。特に最
近の傾向としては、地域経済の“自立”を目指さなけ
ればならないという時代の要請に応えるためにも、地
域産業政策に対しては今まで以上に地域の独自性や特
徴、強みなどが発揮できるような政策の立案が求めら
れている。また、企業活動や住民生活が行政区域の枠
を超えて展開するようになってきているため、できれ
ば経済活動と行政の範域との間にズレが生じないよう
な展開が必要である。このため、地域産業政策の立案
に際しては、広域経済圏に対応した自治体間の「地域
間連携」が１つのキーワードとなろう。
　たとえば、県はこの春に宮城県との連携に関する基
本構想「みらい創造！MYハーモニープラン」を策定
し、公表した７。山形県と宮城県は標高1,500メートル
以上の山々が連なる蔵王連峰によってそれぞれ日本海
側と太平洋側とに分け隔てられている。しかしながら、
県都山形市と仙台市は地理的に隣接するという全国的
にも非常に珍しい地域であることと、最近は高速交通
インフラの整備も進んだことから「仙山圏」における
都市間経済交流はますます活発になっている。このプ
ランは、そうした広域経済圏を強く意識した上で策定
された地域振興ビジョンとその具体的な方策である。
広域行政と言うと、これまではどちらかと言えば災害
対策などのごく限られた分野についてのみ、近隣の自
治体どうしで協力し合うといった程度にとどまってい
たのに対し、このプランでは山形と宮城という１つの
圏域についてビジョンを共有し、具体的な施策を講じ
て地域振興を図ろうとしている点で全国的にも先進的
な取り組みであると言えよう。
　ちなみに、このプランの中では、産業振興に関する
基本的な方向性として
①圏域内の資源や伝承の技を活かす自律内発型産業
の振興

②東北地域全体の産業発展を牽引する広域的な産業
集積の促進

③圏内外を魅了する独創的な価値の発信
の３つがうたわれている。また、これらビジョンの実
現に向けた取り組みの方策として、たとえば食関連産
業の振興であるとか、自動車関連産業や電機・電子部
品製造業などの集積促進、圏域内の大学等知的集積
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ネットワークの形成・活用などが挙げられている。先
のスカイライン分析でもみたように、山形県は相対的
にみて製造業に強みを持っており、他方で宮城県は商
業などの３次産業に強みを持っている。簡単に言えば、
こうした両地域の独自性と強みを今後どのようにして
融合させ、他地域に対して競争力のある地域にしてい
くかという点が、産業振興に関するこのプランの要点
である。
　ただし、今後の地域産業政策を展望する上でも、あ
えてこのプランの問題点について指摘しておこう。こ
のプランが抱える問題点は、言うなればその“実行可
能性”にある。たとえば、ものづくりに限ってみても、
政策の対象が食品加工業からバイオ産業のようなハイ
テク産業までより取り見取りである。ものづくりとい
う極めてグローバルな競争力が必要とされる分野にお
いては、地域の多様性に目を向けるよりも、比較優位
を持つ産業へ傾斜配分的に地域資源を投じることの方
が肝要ではないか。また、自動車関連産業の集積を促
すと言っているが、そもそも山形・宮城両県には同産
業の集積が初めから乏しいわけで、いったいどのよう
にして集積を促していくのかという具体的な行動計画
が明記されていない。集積の形成を目指すこと自体は
非常に結構なことだが、人的・財政的な裏付けはある
のか。また、政策の実効性を考えれば、当然山形県の
税金を宮城県に投じるということも想定されようが、
政策の費用対効果についてもきちんとシミュレーショ
ンを行い、定量的に示さなければなるまい。さらには、
すでに走り出している両県の地域産業政策と矛盾しな
いのかなどについても検証する必要もあるだろう。プ
ランの持つ理念自体は非常に時代の流れをとらえてい
るので、後はどれだけ実行に移せるかという点が非常
に興味深いところである。

■「地域が産業を選ぶ時代」の到来
　さて、このプランのように、新しい時代の地域産業
政策は、地域産業の構造と経済活動の実態を踏まえた
上で、どのような産業がその地域や圏域にふさわしい
のかという視点がなければいけない。企業が国や地域
を選ぶ時代だからこそ、逆に「地域が産業を選ぶ」と
いうことがあってもいいのではないかという指摘があ
るが８、なるほど、その通りである。
　かつての地域産業政策は工場誘致が花形の施策であ
り、どの自治体も首長自らが先頭に立って、のべつ幕

無く誘致に奔走した。当時は地域に産業と呼ぶべきも
のがなかったため、そうすることによって地域に雇用
を、そして所得を生み出すことがもっとも望ましい政
策のあり方であったのだろう。しかし、こうしたロー
ラー作戦によってようやく誘致にこぎ着けたものの、
企業の多くが地域に根付かず、その後のグローバル化
によって海外へ移転してしまうなど、苦い経験を味
わった自治体も多い。こうした「企業が地域を選ぶ時
代」の反省を踏まえれば、地域の独自性や特徴、強み
をもう一度点検しなおし、地域にとって本当に必要な
産業を整理してみる必要があるだろう。
　地方分権について議論がされるようになって久しい
が、そうした議論の中において国と地方の関係も徐々
に変わりつつある。たとえば1998年に制定された「新
事業創出促進法」をきっかけにして、国はさまざまな
支援メニューを用意するが、地方に対しては地域の実
情に応じて必要なものだけを選択させるといった、い
わゆる「カフェテリア方式」を採用するようになった。
　地域にとって重要なことは、地域の産業が域外に対
して競争力を持つことであり、外貨を稼ぎ出す移輸出
力をはぐくむことである。山形県にとってはものづく
りが一番の稼ぎ頭であることに変わりはないから、そ
うした地域の実態に応じた政策立案と施策の展開を主
体的に行っていく姿勢が地域産業政策には求められる。
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